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研究開発項⽬(3)情報・通信技術の研究開発

戦略的イノベーション創造プログラム SIP
インフラ維持管理・更新・マネジメント技術
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研究開発の目的（1/2）
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背景 ⽼朽管⻑の推移（千km）
2025年更新費用
年間約１兆円
（出典）国土交通省 2014年
度版「日本の水資源」

※⽼朽管：法定耐⽤年数（40年）を超えた⽔道管
（出典）財団法⼈⽔道技術研究センター⽔道ホットニュース第109号

水道関係職員数 26%減
(1995年比) （出典）厚労省資料

早期発⾒・検出、予防保全が必要

老朽管の割合
全体の40.71%

（対象）国交省所管の社会資
本分野

従来通りの維持管理・
更新をした場合

予防保全の取組みを
全国に広めた場合

維持管理・更新費が
投資可能総額を上回る年度 ２０３７年 ２０４７年

2060年度までの間に
更新できないストック量 約３０兆円 約６兆円

延命

減少

<参考>

（出典）国⼟交通省 平成22年 社会資本整備重点計画の⾒直し

早期発見・早期
改修すれば、

インフラ寿命延命
と更新費用削減

・地下インフラ⽼朽化が急速に進⾏
・更新費⽤の急増
・熟練技能者の減少

管理が難しく、
甚⼤な事故に結び付く
ケースも多発



Copyright©2014  NTT corp. All Rights Reserved.

研究開発の目的(2/2)
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通信環境が過酷な地下構造物である上⽔道管のモニタリングを、環境に適した無
線通信を利⽤して収集・データ活⽤することで漏⽔を検知し、⻑期に信頼性の⾼
い予防保全を実現する技術を確⽴する

提案する研究開発技術

従来の課題 本研究開発での改善

点検 • 数年おきの定期点検
• ユーザ申告時

• ⻑期メンテナンス不要なセ
ンサの設置による、常時点
検

モニタ
リング

• マンホール開閉時
の交通遮断や設置
/撤去作業稼働

• マンホール開閉の不要
• 移動体および静⽌ｱｸｾｽﾎﾟｲﾝﾄ

による⾃動データ収集

診断

• 点検時の情報のみ
で判断

• 作業者の経験差に
よる診断ばらつき

• 劣化診断、予知は不可

• 過去データの活⽤により検
出精度が向上

• 作業者に依存しない診断
• 経年変化検知、劣化予知が

できる可能性

評価基準

点検 モニタリング

診断

施設の健全度評価
余寿命予測

補修・補強・更新

対策要否

本研究によるインフラマネジメントの改善

⻑寿命化

地下伝搬解析
無線通信最適化

クラウド利⽤
機械学習

人手による数年に一回の点検 センサ常設によるモニタリング
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研究開発の内容・達成目標
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イ）センシングデータ処理技術ア）センシングデータ収集・
伝送技術（地下構造物対象）

技術 研究開発内容

ア
センシングデータ
収集・伝送技術
(地下構造物対象)

a) 巡回収集⽅式： ⾛⾏⾞両からの無線センサ起動法と短時間データ伝送法
b) 定点回収⽅式： 地上電柱等に設置した無線装置への⻑距離データ伝送法

イ センシングデータ
処理技術

• インフラ設備監視データ処理技術 機械学習を活⽤した漏⽔箇所推定法
• 監視センサ省電⼒化技術 推定精度を確保する最少データ量同定とデータ圧縮法

上⽔道管

マンホール

社会インフラ
管理事業者

b) 定点回収⽅式
柱上
AP

インフラ設備監視
データ処理技術

⾞載
APa) 巡回収集⽅式

⾛⾏中の収集

極低消費電⼒
無線待受

地上装置への伝送

⽔道管の種類・
環境に依存しな
い漏⽔箇所推定

UHF帯無線モジュール

LF帯無線モジュール

各種センサ素⼦

電池

監視センサ
省電⼒化技術

センサの
省電⼒化

データ前処理部

研
究
対
象
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• 現場と⼀体で進める
• 当初から、⾃治体や本分野の専⾨家、および漏⽔検知機器製

造事業者らにアドバイザリとして参加していただき、現場の
真の課題やニーズを⾒極めつつ、技術確⽴と社会実装を進め
ていく

• 様々な地下構造物の社会インフラ維持管理
• 同技術を他の地下構造物のインフラ設備（⼯業⽤⽔管、農業

⽤⽔管、下⽔管など）にも適⽤を図る

• 国際展開
• 国際連携の活発な⾃治体と連携して国際ビジネス化推進
• 漏⽔検知機器メーカと連携し、JICAで実績のある国々へア

プローチ
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研究開始においての意気込み


